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組織と個人の成長を促進するための
人事評価を通したパフォーマンス・マネジメント

古川久敬

Ⅰ はじめに―組織成長の条件

本論文は，人事評価を，個人についての「現在とこれまでの評価」に終わらせることな

く，個人と組織の「これからの成長を確実にするマネジメント」に活かしていくことを目

指し，そのために必要とされる条件を国内外の最近の研究成果と関連づけながら検討した

ものである。

その議論に進む前に，互いに関連する２つの基本的なことを確認しておくことが望まし

い。第１は，本論文のテーマである人事評価制度とその運用のあり方についてであり，第

２には組織が成長できるための条件についてである。

１ 人事評価制度とその運用について

組織は，経営課題の実現に向けて，必要な活動を効果的に進め，成果を安定的に上げな

ければならない。これはわかってはいてもたやすくはない。組織は，マネジメントツール

を用意するなど，あらゆる手立てを講じて，成果を上げ，未来につなげる。

各種の制度，たとえば人事評価制度は，そういうマネジメントツール（手立て）のひと

つということを確認しておく必要がある。マネジメントツールとしての評価制度を運用し

て，個人の活動の状態や成果を把握し，報奨し，意欲づけを図る。能力を判定し，昇進や

選抜，教育に反映させ，組織能力を高める。これらはいずれも，組織の成果を確実にし，

組織を発展させるためである。それゆえに，マネジメントツールとしての評価制度につい

て，その趣旨や内容の確認と必要とされる見直し，運用にあたっての不断の改良などは必

須のことである。

そしてまた，そのような制度とは，すべての部署において，もれなく確実に実施される

べきものであるという点である。評価制度が公式に設けられているにもかかわらず，「う

ちの会社では形骸化している」や「うちの職場ではまともには取り組まれていない」など，

評価制度が無視されているとすれば，組織が不適切な状態にあることを物語っている。そ

のために，様々の事柄や場面において，組織の意思はないがしろにされ，「いい加減」や

「まあまあ適当に」が幅を利かせることになる。人事制度は，その意味で適切に，確実に

運用されるべきものである。
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２ 個人の成長と組織の成長

次に，組織成長の基本的な条件について確認しておく必要がある。まずは，経営ビジョ

ン，経営課題，そして経営戦略が，連動して適切でなければならない。そのためには経営

層の判断と意思決定が大きな鍵を握っていることはかつてからよく指摘されてきたとおり

である。

経営課題を実現するための経営戦略とは，自組織の持っている「未来への意図」のこと

である。いいかえれば，「未来における自組織のありたい姿」を思い描き，それの実現に

向けて，「どのようなビジネスを，どのように進めていくか」の判断と具体的なシナリオ

づくりである。また，かつてから指摘されてきているように（Chandler，１９６２），組織の構

造や体制，あるいは各種制度が効果を上げるかどうかは，それらが経営戦略（未来への意

図）に適合している度合いによって決まる。

経営戦略が適切であることの次は，それを具体化したビジネスモデルが卓越性を持って

いる必要がある。この卓越性に随伴して，組織の財務基盤が安定し，組織に確実な知識や

技術資源が存在していることも望まれるが，究極の決め手は，そのビジネスモデルが，成

員（個人やチーム）によって確実に遂行されるかどうかである。

状況が変わり，グローバルな競争も募る中で，卓越したビジネスモデルの確立は必ずし

も容易ではない。うまく確立できたとしても，それが安定的かつ効果的に遂行され，成果

を上げられるかどうかの最後の決め手として，必要にして十分な「個人力」（個々の成員

の能力と意欲）と「チーム力」（チームとしての意欲と能力）の２つが組織能力として備

わっていなければならない。これは，これまでも，そしてこれからも，変わることのない

基本的にして普遍的な原理である。

人事制度の意義と価値：そのためには，組織内で，各種の制度や仕事システムがよく整

備され，適切に運用されることが望まれる。ただし，組織がもっている人事や教育の制度

は，それ自体では価値を持っているわけではない。同時にまた組織の成長に貢献している

わけでもない。

人事制度が組織の成長に寄与できるとすれば，その制度が，年功的なものであっても，

成果主義的なものであっても，管理者をはじめとする関係者による適切な「運用」を通し

て，「個人力」（個々の成員の意欲と能力）と「チーム力」（チームとしての意欲と能力）

という２つの組織能力を，同時に，高めることができているときである。そして，それに

よって自組織のビジネスモデルが，着実かつ効果的に完遂される状態になっているときで

ある。

したがって，これまでに，組織の業績確保にとって，成果主義的人事制度と年功主義的

人事制度のいずれが効果を上げるかが議論されることがあったが，そういう議論は的を大

きく外している。いずれの色合いを持つ人事制度であっても，「個人力」と「チーム力」
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の十分さについて，それぞれをよく満たすことができれば業績確保につながる。もしそれ

ぞれの十分さを満たせていなければ業績確保は期待できない。

近年，２０００年以降に進んだ成果主義的人事制度の導入は，我が国の組織をダメにし，業

績確保をも大きく脅かしているなどと，感覚的に語られることがあった。しかし，組織の

おかれた外的な経営環境の良否が適切に統制された調査分析によれば，年功主義的人事制

度を継続している組織と比較して，成果主義的人事制度を導入した組織の方が，むしろよ

り高い業績を示している事実が示されている（古川，２０１０）。

要するに，組織業績向上の鍵は，人事制度の内容特性がどうであるかよりも，人事制度

の適切な運用によって，「個人力」と「チーム力」の双方を伸ばせるかどうかが握ってい

る。今後，一段とそうなっていくであろう。

Ⅱ 人事評価制度によって何をいかに評価するのか

本稿の冒頭で，人事評価制度は，組織の成長を生み出すためのマネジメントツールのひ

とつであることを確認した。重要なことであるが，その評価制度にどのような意義づけを

行い，どのような内容とし，どのように運用するのかは，それぞれの組織がそれぞれの考

え方をもって独自に決めることである。そしてまた，制度の適切で効果的な運用を通して，

個人と職場（組織）に対して期待している効果を生み出せなければ，その組織にとって，

人事評価制度を設けている意味はない。

人事評価によって，これまで２つのことが行われてきた。第１は，「現在（今まで）ど

うか」の評価である。職務にかかわる自己の責任や義務の実行度，あるいは組織として標

榜していること，皆で決めたこと，自分で目指したことの実現度の査定評価である。これ

をもとに，報酬やインセンティブに反映させてきた。これらと関連して，職務遂行におけ

る強みや弱みを評定し，育成や教育に生かすこともなされることがあった。

第２は，「これからどうかの見込み」の評価である。将来の見込みや期待についての評

価である。「採用」とともに，「選抜」や「人材配置」に生かすための評価である。

これら２つのほかに，新しい視点に立つ第３のものとして，「これからを確実にする」

とでもいえる評価がある。これは，第１の「現在（今まで）どうか」評価の発展型といえ

る。すなわち，「現在」の評価を，今までの実績の査定という観点からではなく，組織，

職場，そして個人のこれから（将来像）を意識し，それと関連づけて「現在どのような状

態や水準にあるのか」，「これからどうするか」の観点から行うものである。そしてその評

価結果を丁寧にフィードバックすることが含まれる。

評価とフィードバックとを組み合わせることによって，業績や能力の査定にとどまるこ

となく，今後の組織活動に必要な意欲とコンピテンシー学習の同時促進を図り，組織能力

の向上を目指す評価である。
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本稿は，今後のパフォーマンス・マネジメントに活かすための人事評価の活用のあり方

として，古川久敬（２０１１b）が先に提示した議論を参考としながら，上記の人事評価にか

かわる第３の積極的な意義（組織と個人のこれからの成長を確実なものにする）とその方

法について論述する。なお以下の議論では，それに先立って，従来の人事評価の活用との

違いを鮮明にするためにも，先述の第１と第２の視点からの人事評価について振り返り，

それぞれに関して確実に押さえておくべき点について，最近の理論的および実証的な研究

成果を引きながら整理をしておく。

１ 「現在（今まで）どうか」についての評価―実績の査定

組織として標榜していること，職場で目指そうと決めたこと，自分が設定したことを実

行したか，実現したか，すなわち役割，責任，義務を果たしたかどうかという「実績」の

評価である。あるいは，これにより報酬を決める「査定」のための評価ともいえる。

（１）妥当性の高い評価基準の設定

これには，評価基準（評価において用いる基準）が適切に設定されている必要がある。

すなわち妥当性が高くなければならない。

評価基準は，今日，人事管理が，戦略的人的資源管理と呼ばれるようになっている理由

でもあるが，組織全体の経営課題や計画，そしてそれを実現するための経営戦略を明瞭に

意識して設定されることが必要である（Wright et al．，２００１）。実績査定のための評価に

求められる高い妥当性の基礎はここにある。

そしてまた，評価基準の設定にあたっては，何について実績を評価するかが明確に記述

されるだけでなく，それ以上に，組織や職場が目指している成果に確実に結びつくと考え

られる基準で構成される必要がある。

reactive 行動か proactive 行動か：評価者にとっては，評価基準の数は少ない方が負担

は小さい。しかし評価基準の数の少なさは，評価基準の網羅性を損なわせ，評価基準の不

十分さを生み出すことになる。したがって，評価基準の構成と内容をどのようにするかは

工夫を要する。

評価基準を構成するにあたって，３つの次元（領域）が考えられる。第１は，担当する課

題の忠実な履行，あるいは上司の指示や周りからの要請への確実な対応など，reactiveな

活動である。かつての評価基準では，これらが盛り込まれていれば事足りていた。

第２は，自分自身と周りに対して，「能動性」とともに「先取り」を特徴とする proactive

な活動（Grant & Ashford，２００８；古川，２０１０）である。proactive活動には，具体的には，

役割外行動（extra−role），他者への協力と支援，職場全体への貢献，建設的な意見具申や

提案などが含まれる。

近年，組織内外の環境変化は高進している。その中で成果を上げていくには，環境変化

を見すえた新規課題の設定，継続的な学習，チームワークの確保，職場内外との新たな link-
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age（連携）づくり，知識や経験の共有，そしてこれらを着実に進めるためのコミュニケ

ーション総合力が問われるようになっている。また企業倫理に関係する姿勢や活動も一段

と求められている。経営戦略と結びつけながら，そのような proactive活動にかかわるも

のが，評価基準として盛り込まれる必要性が高まっている。

そして第３は，組織の活動を意図的に妨げる行為や反生産的な行為（欠勤，職場での攻

撃性，怠慢や手抜きなど）をしないことである。これは，第１や第２とは反対の極にある

ものではなく，それらと独立したものである。

組織は，これら３つの次元（領域）の相対的な重要さを決め，被評価者に対して明示す

る必要がある。組織として大切にする理念や価値，そして組織の経営戦略と関係づけられ

ることで，評価基準の内容と相対的な重要性は決まる。reactiveな次元と比較して proactive

な次元の重要度をどのくらい大きくみるのか。反組織や反生産的な行為に対してどのくら

いの懲罰を出すのか。そしてそれを関係者に機会あるごとに明確に伝達することで，評価

基準の実用的な意義が高まる。それに被評価者は敏感に反応する。

職務行動か職務成果か：何について評価するかを表す「評価基準」の構成や項目内容の

吟味が十分ではなく，その結果として組織内の現場になじみやあてはまりがよくないと，

現場で「困惑」を生み出し，それが増幅されて，人事評価は弊害を生むものとさえ受け止

められてしまうことにもなる。

評価基準の設定にあたり，よく吟味すべきことの具体例としては，評価基準の内容を，

職務行動の“状態や様子”を測るものとするのか，それとも職務行動の“結果や成果（業

績）”を測るものとするかの検討である。あるいは個人の能力を，“保有しているとみられ

る”ことで測るか，それとも“行動に顕在させている”ことで測るかの検討である。

すなわち，評価基準の内容を，職務行動の状態や様子を測るものとするか，それとも職

務行動の結果や成果（業績）を測るものとするかを検討する必要がある。前者には，「き

ちんと取り組めば，結果はおのずともたらされる」との論理が，後者には「結果を見れば，

力があるのか，しっかりやったのかは自ずとわかる」との論理が流れている。それぞれも

っともなところがある。

例えば，前者の職務行動の状態や様子なのか，それとも職務行動の結果や成果なのかと

いう問題を考えてみる。人事評価は，米国では performance appraisalと呼ばれている。こ

こでいう performanceとは，「組織の目標達成に寄与し，なおかつ各個人の習熟度が反映

される測定可能な活動や行動」のことを指す（Campbell, McCloy, Oppler, & Sager，１９９３）。

すなわち，performanceとは職務に関わる「行動自体」を意味し，「行動の結果」は含まれ

ない。

ところが，我が国では，performance appraisalは業績評価と訳され，業績といえば，生

産量や売上高などの「行動の結果」すなわち成果を意味することが多い。最近の我が国で

は，成果主義の意味がすっかり誤解されてしまったこともあり（古川，２０１０），職務行動の
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不足している

評価項目

適切な

評価項目

混入している

評価項目

真の評価基準 現行の評価基準

図１ 評価基準の適切性について（Blum & Naylor，１９６８を参考に作図）

結果（業績）の方をより強く意識した評価基準が用いられるようになっている。これは，

業績を強調し，それを定量的に数値化することを謳うバランスト・スコアーカード（BSC,

Kaplan & Norton，１９９６）が我が国でも紹介され，導入されていることでも，促進されてい

るのかもしれない。

これらは，「過程評価」と「成果（結果）評価」の問題とも関係している。それぞれは，

固有のインパクトを成員に与える。評価基準（何について評価をするのか）が，その意義

と生み出す効果についてよく整理されずに，そして何よりも組織としていずれに価値を置

くかを明瞭に決めることなく設定し，運用されることがあれば，現場で「困惑」が生まれ

る。その結果として，評価制度は有害なものとしてとらえられる可能性は高い。

なお，評価基準の内容のいかんは，評価に求められる妥当性や正確性の源泉であること

から，本稿の主題として，関連する重要なことについて後述する。

（２）評価基準の点検と確認

今日，ほぼすべての組織で，評価基準はすでに設定され，運用されていると考えられる。

その場合は，その設定されている評価基準は，経営課題の実現や経営戦略の実行と関連づ

けながら，「組織や職場がめざしている成果に結びつくものであるか」の点からの点検と

確認が望まれる。

下の図１は，「あるべき評価基準」（真の評価基準）と「現在使用している評価基準」（現

行の評価基準）との重なり，あるいはズレを模式的に示したものである。両者は重なるこ

とが理想である。重なっているところが「適切な評価項目」といえる。両者のズレが大き

くなるほど，それは不適切な項目が混入していること，あるいは適切な項目が欠落してい

ることを示している。

現在使用されている評価基準に，成果に密接に結びつくものが含まれていない，あるい

は少ないとすれば，評価基準の構成としては不適切である。言い換えれば，評価基準の中

に，適切でない（妥当性の低い）ものが混入していることを意味している。不適切な評価

基準が混入しているとすれば，その評価基準にかかわる職務行動が多くみられるとして
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も，効果性は薄いものにとどまり，経営戦略の実行が進み，組織や職場の成果が高まる保

証はない。

２ 「これからどうかの予測」の評価―採用と選抜

新人採用やリーダー層の選抜など，個人の将来性や成長見込みにかかわる評価も，戦略

的な人材配置や人材活用の観点から重要性を持っている。先に述べた「現在どうか」や「今

までどうか」の評価では，将来性や成長見込みの予測は難しい。

成長見込みについての評価が，「予測的な妥当性」（将来における確実な成長や安定的な

実績を言い当てていること）を持てるためには，どのような評価が必要とされるかについ

て，理論的かつ実証的な検討が求められている。

（１）採用場面における評価基準

学生の新規採用などで実施される面接試験では，面接の手順や評価基準を標準化した「構

造化面接」が推奨されている。

標準化面接とは，全受験者に同一の質問（標準質問）をし，それへの回答を基に，あら

かじめ標準化した評価基準を使って評価を行う。用意する標準質問の内容は，受験者の過

去の経験や，今後に出会うと想定される状況と関連づけたもので，それへの回答を手がか

りとして，受験者の能力や将来の成長見込みが評定できるようなものである。

このような構造化面接によって，非構造化面接と比較して，評価者による評価のバラツ

キが小さくなり，評価の信頼性も高くなるとされている（Chapman & Zweig，２００５）。

先にも述べたように，環境変化が高進し，定常化していることから，組織は全体として，

これまで経験してこなかった課題に，自律的に，かつ先取りする形で取り組まなければな

らなくなっている。新人にとって，もともと何事についても未経験課題に取り組んでいく

わけであるが，その度合いは，今後一段と強まることになる。

学生にコミュニケーション能力が必要とされている。しかしそれ以前に，先取り性や能

動性を基調として，周りへの働きかける proactive行動（Grant & Ashford，２００８；古

川，２０１０）をとれることが期待されている。proactiveに活動して成果を出していくための

手段として，コミュニケーション能力は求められている。

こうして，面接における質問内容も，また評定に用いる評価基準も，能動性，周りとの

関係作りや巻き込み，先取りなどを基調とする proactive行動が取れる見込みを的確に評

定できるものに仕立てることが不可欠である。

また，未経験課題に向かって proactiveに取り組むべき機会が増え，未経験課題の難し

さを考えると，うまくいかない，結果が出ないことがあっても，くじけることなく課題に

取り組み，学習を続けていくことのできる個人特性である「学習目標指向性」（learning goal

orientation, Dweck & Legget，１９８８）や，課題や事柄に対して，基本的に，変化促進（promo-

tion）と安定確保（prevention）のうち，いずれの姿勢で臨むかの個人特性である「制御焦
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点理論」（regulatory focus theory, Higgins，１９９７）の考え方は，あらためて注目に値する。

採用試験では，面接試験とは独立して適性検査が活用されているが，既存の適性検査で，

これらの個人特性が把握できるかどうかの確認もなされるとよい。

（２）管理職の選抜における評価基準

管理職の選抜も，一段と重要性が増している。かつて，我が国が着実な経済発展を見せ，

年功的な人事処遇が主流であった頃は，管理職への登用は，待遇としての意味合いを帯び

ていた。そして取り組む課題は，経験のある課題の継続，反復が主であった。

ところが，特にミレニアム以降，年々，取り組むべき課題は新規かつ未経験のものが増

大し，管理職はメンバーとともに，それに proactiveに立ち向かい，結果を出していくべ

き存在となっている。このことを考慮すると，管理職選抜の評価基準について妥当性の確

認と適宜の見直しが求められている。

何を成すかの展望と姿勢：これまでもそうではあったが，管理職は，視点を高く，視野

を広げ，具体的に何に取り組み，何を成すかを，論拠を添えて，明確にできることが，よ

り一層望まれるようになっている（Yukl，２００９）。また，自分自身の業績を十分に上げるこ

とのできる個人であっても，自部署や職場の全体の課題について関心を持ち，あわせて他

者に対する関心と目配り，そして支援に無理なく取り組めないようであれば，管理者とし

て成果を上げ，活躍し，成長することが難しいことも示されている（Borman &

Motowidlo，１９９３）。

知識と実践を融合させた実践的知識の獲得：管理者にとって，効果的な組織活動に関連

する理論的な考え方や知識は，これからも必要にして不可欠である。コンプライアンスと

は，顧客起点とは，マーケティングとは，マネジメントとは，意欲づけとは，育成とは何

かなどを，言葉で説明できる知識を身につけることは重要である。

しかし，理論を知り，知識を持ち，それらを言葉にできるだけでは成果にはつながらな

い。実践があって初めて，成果は生まれる。かといって，実践すれば必ず成果が得られる

わけでもない。がむしゃらの実践では，やはり空回りして，成果には結びつかない。経験

を何年積み重ねても，マネジメント能力はつかないし，伸びない。

大切なことは，言葉の知識と実践とを結びつけた実践的知識の獲得である。言葉として

記憶している知識を，マネジメントの具体的状況や場面にふさわしく適切に組み合わせ

て，実践活動に活かすことのできるような実践的知識を身につけることである。それがあ

れば，逆に，効果の上がる実践について，その理由や根拠を，言葉で明快に説明できる。

これからは，管理職の選抜にあたって，この実践的知識を獲得できているかどうかの見

極めも重要である。この実践的知識は，部下の能力育成に際しても生かされる。

管理職としての経験内容の吟味：実践的知識と関連して，管理職の選抜にあたり，単に

管理職経験，そしてその年数の長さだけでは予測妥当性が持てなくなっており，評価基準

の設定を見直す必要が出てきている。例えば，ある外資系の日本法人では，管理職経験に
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ついてきめ細かい基準を設けている。

すなわち，管理職経験といっても，担当した部署は，事業の新規立ち上げなのか，再建

なのか，安定軌道に乗っていたところなのか，それとも立ち上げから閉鎖までなのかに分

けている。経験した影響力行使は，プロジェクトリーダーとしてなのか，会社間なのか，

顧客やパートナー関係なのかに分けている。基幹となる知識は，開発，検査，生産管理，

生産計画，マーケティング，サービス管理に分けている。そして企画策定の経験について

は，部署企画なのか，地域本社なのか，総本社なのかに区別している。

３ 「これからを確実にする」ための評価―能力開発と育成

第３は，「これからを確実にする」ための評価である。これは，第１の「現在（今まで）

どうか」評価の発展型ともいえ，「能力開発」や「育成」を進めるための評価である。

すなわち，「現在の状態や水準」の評価を，実績査定の観点からではなく，経営戦略の

実行や，職場と個人のこれからを確実にすることを意識化して行うものである。これには，

評価結果を，被評価者に対して丁寧にフィードバックして，「これから」につなげること

も含まれる。正確な評価と，的確で丁寧なフィードバックとを組み合わせることで，意欲

高揚とコンピテンシー学習を同時に図って，組織能力の向上を目指す。

（１）意欲と学習の同時促進

今日，組織も個人も，これまで経験したことのない状況や課題に出会う機会が増えてい

る。すなわち組織や個人にとって「難しさ」がつのっている。新たな状況や課題への対応

にあたって，これまで身につけていることの反復や継続が効くのであれば，「難しさ」は，

意欲（頑張り）の度合いを高めれば克服できる。

ところが，「難しさ」の源泉が，課題や状況の質が変わったために，従来の前提や発想，

そして仕事の進め方が通用しないところにあれば，「意欲の高揚」だけでは結果は出ない。

関係者との連携のとり方やチーム活動の進め方などを含めた「新たな能力の学習」も求め

られる。意欲と学習の同時促進に，人事評価の新しい適用領域がある。

（２）評価者と被評価者双方による「意識化」

意欲と学習の同時促進をめざす「これからを確実にする」評価の核心は，評価者と被評

価者双方の「意識化」にある（古川，２０１０）。もちろん「確実な実行」も不可欠である。双

方の意識化と実行によって，その後の振り返りとしての「評価」も「フィードバック」も

具体的になり，したがって意欲と学習の同時促進において効果を持つ。

課題，成果，方法とシナリオ：何を意識化するかといえば，まず第１は，取り組む「課

題と目標」である。その設定にあたって，意義や価値，根拠や論理が明瞭に意識され，関

係者に説明できることが望まれる。第２は，達成する「成果」である。取り組む前の段階

から，「成果が上がったといえるのは，どのような状態をいうのか」を明瞭に意識化する。

そして第３は，成果に至るための，関係者の巻き込みや相互協力を含めた「方法やシナ
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リオ」についてである。何事にも，もっとも効果的な方法やシナリオがあるはずである（古

川，２０１１a）。それを意識化して取り組む。

「現在（今まで）どうか」の評価は，互いの意識化がなくてもできる。そして評価者の

一方的な評価となり，被評価者の納得が得られず，不満につながることが少なくない。

（３）成果とプロセスの評価とフィードバック

経営戦略の実現につながる職務行動が盛り込まれている所定の「評価基準」に沿って，

被評価者の職務活動にかかわる具体的な事実をもとに評価がなされる。評価に先立って，

上記のような被評価者と評価者双方の意識化がなされていれば，評価の正確性も，納得性

も生まれやすい。そして，評価とは，互いに意識化したことの「振り返り」と確認の意味

を持つことになる。

面談の機会を確保して，評価結果が被評価者に提示（フィードバック）される。これは，

組織の経営戦略，職場と個人のこれからのありたい姿とよく関連づけられて，「これから

を確実にする」ためになされる。その際に，被評価者に，同一の「評価基準」を用いて自

己評定を求めておいて，それを取り上げれば，「これから」を考える上で有用な参考情報

となる。

このような形の評価と評価結果の提示は，事実に基づいた管理職と部下との間の双方向

コミュニケーションであり，それを手段とする管理職によるコーチングともいえる。コー

チングは，課題や目標の設定に始まり，成果イメージの明確化，方法やシナリオの考案，

それらの日常的な実践遂行，今後の組織，職場，同僚，顧客等への貢献，そして自己の成

長やキャリア目標の実現に向けた取り組みという一連のものについてなされることにな

る。これにより，意欲と学習が同時に促進される可能性が高くなる。

（４）米国における人事評価のパラダイムシフト

近年，米国において，評価に関して，人事評価（performance appraisal）からパフォー

マンス・マネジメント（performance management）への大きな転換が起きているとされて

いる。すなわち，評価の目的を，業績や職務行動を査定して処遇に反映させる人事管理的

なものから，人材の能力開発や育成，あるいは行動変容を図るものに移行させている

（Latham & Mann，２００６）。まさに，上で述べたような「意識化」によって，「意欲高揚」

と「新たな能力の開発」を同時に促進し，これからを確実にするためのフィードバックと

コーチングに活用するための評価がなされるようになっていることがわかる。

米国では，これらの動きと符合する形で，評価の伝達（フィードバック）の重要性の議

論が進められている。例えば，①成員が日常的にフィードバックのやり取り（feedback−seek-

ingや feedback−giving）を重要視している度合いに着目して組織風土を特徴づける研究

（Levy & Williams，２００４；London & Smither，２００２），②評価フィードバックを「数字」

（numbers）ではなく，「語り」（narrative comments）を柱として行うことの意義と効果性

を明確にする研究（Brutus，２０１０），あるいは③被評価者の強みを重視した（strength−based）
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評価フィードバックの効果性を検討する実践研究（Bouskila−Yam & Kluger，２０１０），など

が発表されている。

Ⅲ 人事評価の妥当性と正確性の確保

本稿で，ここまで検討してきた「現在（今まで）どうか」の査定評価，「これからどう

かの見込み」の選抜評価はもとより，「組織と個人のこれからの成長を確実にする」評価

によって，パフォーマンス・マネジメントを進めていくためには，それぞれの評価の趣旨

に合致した妥当性と正確性が確保される必要がある（Rotundo，２００９など）。最後にこれら

にかかわることを検討する。

評価制度にかかわる研究や実務的議論における最重要の関心は，評価（評定）の正確さ

をいかに確保するかであった。評価尺度（Cronbach，１９５５など）や評定者の情報処理能力

（Murphy & Balzer，１９８６など）の観点から多くの議論が重ねられてきている。ここでは

妥当性の確保とともに，正確性の確保に関わる問題を取り上げる。

１ 評価の妥当性の確保 ― 評価方法と評価プロセスの適切さ

（１）評価基準による評価の差異

評価（評定）は，内的基準と外的基準のいずれかによりなされている。

内的基準とは，評価者自身の持っている評価基準に任せる場合である。対象者の資質や

将来性に関して自由記述によって評価するときなどが該当する。内的基準は，職務経験が

長くなるにつれて他者を認知する際の基準（次元）が単純化したり（柳澤，２００８），個人の

選好傾向の偏りが強まるなどによって，個人差が生まれる。その結果として，内的基準に

よる場合，同一評価対象者についての評価が，評価者によりバラつくことが知られている

（Harris & Schaubroeck，１９８８など）。また，肯定的方向よりは否定的方向，言い換えると

減点方向での記述（評価）が多数を占めたりする（高橋，２０１０）など，妥当性や正確性が

脅かされる可能性を持っている。

このことから，評価者に評価基準を提示する外的基準に基づく評価が推奨されている。

その「評価基準」は，先に指摘したように，今日，経営戦略や proactive行動を意識した

上で設定することで妥当性の高いものになる。もちろん，評価基準に添えられる評定尺度

は，職場における具体的な行動に着目する「行動基準評定尺度」（BARS）や「行動観察

尺度」（BOS）が望まれる。

そして，本稿で述べた「これからを確実にする」評価において必須のフィードバックと

コーチングを効果的に行うためには，行動（Behavior:B）の記述は，その行動が生起した

状況（Situation:S）と，その行動が生み出した効果（Impact:I）と併せて具体的に行なわれ

ることが必要とされる（Kirkland & Manoogian，１９９８）。



古川久敬：組織と個人の成長を促進するための人事評価を通したパフォーマンス・マネジメント

日本経済大学大学院紀要２０１３年，Vol.1,No.1

－ 28－

（２）評価目的の明確さによる評価の差異

査定評価と育成評価の両立について：これまで人事評価の目的は，査定（evaluation）

と育成（development）とに，大きくは分けられてきた。そして，査定と育成では，評価

にあたって，注目すべきこと（情報処理）が異なることが知られている（柳澤・古川，２００４）。

そしてそれにとどまらず，評価者に葛藤を起こさせ，結果として評価の正確性（それと関

連して妥当性）は損なわれるという議論が大勢を占めていた（Murphy & Cleveland，１９９５

など）。

具体的には，査定は，評価者が被評価者の職務遂行の良否，業績の高低に注目する必要

があり，評価基準との比較，対象者間の比較，以前との比較が主な情報処理となる。他方，

育成は，被評価者の強みや弱み，これからに向けた教育ニーズについての情報処理となる。

これら双方の情報処理が十分になされることは難しく，いずれか一方が犠牲になるとされ

る。

このような査定評価と育成評価における評価者の情報処理の偏りは，被評価者の不満足

感を募らせることから，査定評価と育成評価を同時に行う多重評価は避けられるべきとの

指摘がなされてきていた（Murphy & Cleveland，１９９５など）。

その後，これらの議論の是非について，Boswell & Boudreau（２００２）は，米国の製造業

の従業員を対象として，査定評価と育成評価の双方を受ける群と，査定評価のみを受ける

群を作り出し，検討している。そして，双方の評価を同時に受ける場合でも，被評価者の

評価制度および評価者に対する満足感は低くはならないことを報告している。

この検討結果は，本稿で述べた「これからを確実にする」評価も査定評価と育成評価の

双方をもととしているが，着手から評価の段階までの「意識化」の度合いを高め，丁寧な

評価結果のフィードバックやコーチングを行うことにより，肯定的な効果が期待できるこ

とを示唆している。

（３）評価者のマネジメント目標による評価の差異

評価目的の違いによる評定の差異と関連して，最近，評価者のもつマネジメント目標が，

評価を歪める可能性を示す研究が報告され始めている（Murphy et al．，２００４など）。

例えば，Wangら（２０１０）は，仮想の評価状況を実験的に設定し，評価者に，メンバー

の業績を評価するにあたり，強みや弱みの査定（identification），集団の協調促進（harmony），

公正さの追求（fairness），意欲づけ高揚（motivating）のいずれかの目標を意識してもらい，

評価を求めている。その結果は，同僚として評価する場合は，目標が，協調促進，公正追

求，意欲高揚の条件では，業績評価は，全体として高い方に振れていた。その振れ方は，

高業績者や中業績よりも，低業績者に対して大きかった。他方，第三者として評価する場

合は，公正追求条件では，高業績者の評価を下げ，意欲高揚条件では，低業績者の評価を

上げていた。こうして，評価は，評価尺度，評価者の情報処理の限界，評価目的の差異と

ともに，評価者のマネジメント目標の違いによって意図的に変動する可能性が示唆されて
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いる。

（４）複数者評価（３６０度評価）の妥当性の検討

我が国でも，評価が，上司だけでなく，同僚，自分自身，部下，顧客など，複数の人に

よってなされる機会が徐々に増えている（これは多面評価や３６０度フィードバックと呼ば

れているが，趣旨と方法からすれば，複数者（multiple sources）評価とでも呼ぶことの方

が適切と思われる）。

評価基準の検討と確認：この複数者評価の正確さを確保するための「評価基準」につい

ても，先に述べた「これからを確実にする」評価，そしてそれのカギを握るフィードバッ

クやコーチングと関連づけて確認をしておく必要がある。複数の関係者が評価することの

利点は，被評価者の職務行動について多様な観点から事実情報を収集し，評価に反映でき

るところにある。しかしながら，上司の評価と関係者のそれとが合致する保証はない。こ

れは，それぞれが，被評価者の相異なる側面を観察して評価することによる（Smither,

London, & Reily，２００５）。というよりも，それぞれの評価者は，被評価者のすべての面を

観察するのが難しいことによる。

同僚や関係者は，自分との直接的あるいはメールのやり取りなどによる接触や，顧客な

どの関係者とのやり取りの観察を手掛かりとして，職務行動のうち，主には対人的な側面

についてよりしっかりと評価できる。他方，上司は，同僚では把握できない，例えば被評

価者の用意する説明資料の質や，勤務状況や業績など，職務行動の客観的な情報に接触し，

それらの側面についてはより的確な評価ができる。

こうして，複数者評価の正確性を確保するには，あらためて，複数者が評価において使

用する「評価基準」をどのような内容にするのか，そしてそれぞれの評価をどのように最

終評価やフィードバックに反映させるかについての確認や再検討が必要である。

相互信頼とフィードバック許容風土：この複数者評価の正確性の確保には，さらには，

評価の匿名性を保つために，３名以上の複数評価者がいることが必須である。また，組織内

での信頼感や安心感も必要であり，複数者評価の実施は，大規模のリストラクチャリング

や変革を進めている中では控えることも望まれる。

また，複数者評価がフィードバックされることの効果は，フィードバックのやり取り

（feedback−seekingや feedback−giving）を歓迎し，互いの学習や成長を大切にする風土が

定着している組織においてより高まることが知られている（Atwater et al．，２００７）。

２ 評価の正確性の確保―評価バイアスとその払拭

（１）評価バイアスの種類と発生メカニズム

評価の正確性の議論は，先にも述べたが，評価尺度（Cronbach，１９５５）や評価者の情報

処理能力の観点（Murphy & Balzer，１９８６）から行われてきた。そしてまた，評価の正確

性とは反対といえる，評価においてみられるバイアスの観点から，すなわち評価バイアス
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の種類（どのようなバイアスがみられるか）と評価バイアスが発生するメカニズムに関し

て検討されてきている。

そのような評価バイアスについては，「寛大化エラー」（評価が甘くなってしまう傾向），

「中心化エラー」（評価のメリハリが失われて中庸化する傾向），そして「厳格化エラー」

（評価が厳しく辛くなってしまう傾向）に整理をした議論がなされている（古川，２００３な

ど）。

寛大化エラーの発生は，評価者が，①情報処理に手間とエネルギーを惜しみ，被評価者

についてカテゴリー化やステレオタイプでとらえてしまったり，②被評価者に好かれた

い，嫌われたくない気持ち（親和動機）を抑制できなかったり，あるいは③論理的推論（halo

効果）に陥ってしまうことに起因することが指摘されている。

中心化エラーは，基本的には，①被評価者に好かれたい，嫌われたくない気持ち（親和

動機）が支配的になった場合や，②評価者の認知的複雑性の低さに起因することが指摘さ

れている。

そして厳格化エラーは，①情報処理に手間とエネルギーを惜しみ，被評価者についてカ

テゴリー化やステレオタイプでとらえてしまったり，②自己中心的な情報処理（自己投影

や自己との対比）がなされたり，あるいは③論理的な推論（評価項目の論理的な連鎖や halo

効果）がなされることによることが指摘されている。

これらの評価エラー（評価バイアス）の発生の防止あるいは緩和の上からも，先述した

ように，評価者にとっての外的評価基準としての評価基準の設定は，適切な内容のもので

あることが望まれる。

（２）評価バイアスの固定性

評価バイアスの発生を，可能な限りにおいて防止することと並んで，適切ではない理由

での「評価の固定」についても防ぐ必要がある。

現実にも，ある企業組織においては，個人が受けている業績評価が３年にわたって固定

している場合は，人事部が，評価固定の理由が正当なものであるのか，上司による不当な

評価（評価バイアスの一種といえる）に起因していないかを調査することがなされている

が，これは評価の固定に，問題が潜んでいないかどうかの確認といえる。評価バイアス発

生を完全に防止することには，人間の心理機制の存在もあり，構造的な難しさが伴うこと

は推察できるが，その評価バイアスが，それに加えて不適切に固定するとすれば，さらに

問題を大きくする。

その意味で，評価バイアスの不適切な形での固定は避けられるべきことであるが，評価

の固定に関わる研究は決して多くはない。そのような状況の中で，Cuddy, Glick, &

Beninger（２０１１）によってなされている他者評価に関連する先行研究についてのレビュー

は，評価の固定性に関して示唆に富むものである。

対人評価次元としてのwarmth と competence 次元：他者についての評価次元として，
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大別すると「温かさ」（warmth）と「有能さ」（competence）の２つにまとめられるとされ

ている（Cuddy, Glick, & Beninger，２０１１）。「温かさ」には友好性（friendliness），信頼性（trust-

worthiness），共感性（empathy），親切性（kindness）などが，他方の「有能性」には知性

（intelligence），権限（power），有効性（efficacy），スキル（skill）などが，それぞれ含ま

れる。温かさは，Wojciszke（１９９４）の研究においては道徳性（morality）とよく対応する

ものである。

これら２次元は，かつてからの対人認知研究（Asch，１９４６），リーダーシップ研究

（Bales，１９５０），あるいは態度変容における説得者の特性研究（Hovland et. al．，１９５３）な

ど，多くの研究領域において，基本的かつ普遍的な対人的評価次元として，また対比的な

相対立する次元として取り扱われてきている。

warmth と competence 評価の優勢性：組織状況における採用に関わる評価において，

職務の特性が明確に特定される場合（例えば IT関連業務に就く管理者の採用など）では，

「温かさ」よりも「有能さ」次元がより優勢になる場合が指摘されている（Rudman &

Glick，１９９９）ものの，対人評価においては，一般的には，「温かさ」次元の方が「有能さ」

次元よりも優勢であるとされている（Wojciszke & Abele，２００８）。

これは，対人認知において，人はまずは，他者が自分に対して positiveあるいは negative

意図のいずれを持っているかを感じ取り（温かさの判定），それに続いて，それぞれの意

図を実現できそうかどうかを判断すること（有能さの判定）に起源を持つと考えられてい

る。あるいはまた，他者と接触するにあたって，その他者が自己利得的（self−interest）

なのか，それとも他者利得的（other−interest）なのかをまずは気にするところにあるとさ

れている。「有能さ」は前者，「温かさ」は後者としてとらえられると考えられている。

対人認知研究においては，一般的には，halo効果（ひとつの評価次元において肯定的評

価であれば，他の評価次元においても肯定的評価になる）が発生することが指摘されてき

た。しかし，「温かさ」次元と「有能さ」次元の場合は，必ずしも halo効果が発生するこ

とはなく，contrast効果が優勢になる可能性が指摘されている。特に，選抜場面などにお

いて，特定の二人を比較対照する場合には，contrast効果が支配的になり，温かさ次元で

高い評価の人は，有能さ次元で低く評価される可能性が指摘されている（Judd, et

al．，２００５）。対人評価に伴うバイアスの固定性を考える上で，このような対比によるバイ

アスが働く可能性が高いことの指摘は重要な点である。また，今後，リーダーシップを期

待されている地位に就く個人は，温かさ次元と有能さ次元の双方が，より強く求められる

ようになっているであろうことも理解できる。

warmth と competence 評価の固定性：「温かさ」次元と「有能さ」次元についての他

者からの評価は変わりうるのか。特にこれまで低く評価されている場合，その後の温かさ

に関わる行動あるいは新しい成功によって，より高い評価に変化するのか。

これまでの研究では，「温かさ」評価は，ポジティブな行為や情報よりも，ネガティブ
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なそれによってなされること，逆に，「有能さ」評価は，ネガティブな行為や情報よりも，

ポジティブなそれによってなされることから，「温かさ」評価は，「有能さ」評価と比較す

ると，簡単に失われ，再び得るのは難しいことが知られている（Cuddy, Glick, &

Beninger，２０１１）。

「温かさ」次元での固定化（友好性や信頼性の低さなど）は，温かさに関する行為は，

“とりつくろい”によっても示すことができることから，評価者に警戒感をもたせる。そ

のために変化しにくい。これとは対照的に，有能さを示す結果は，幸運やまぐれというこ

ともないわけではないが，やはり内的な力量を評価者に感じさせる。

なお，この「温かさ」評価次元における評価の固定化は，社会的なネットワークの中で

は，より促進されやすいことが示唆されている（Cuddy, Glick, & Beninger，２０１１）。

評価の固定化の影響：我が国において，米国でもそうであるが，人事評価における評価

の固定化の問題は，これまでほとんど看過されてきた研究領域である。ここでは関連する

研究として，Cuddyら（２０１１）の研究レビューを参照してきたが，多くの示唆が含まれて

いることがうかがえるものであった。

組織と個人の成長を確実にするためのパフォーマンス・マネジメントにとって，まずは

他者について，温かさ次元と有能さ次元とを排他的にとらえてしまっていないかを確認す

る必要がある。そしてまた，人事選抜，役割や職務配置，人事考課，能力評価，昇進選抜

において，両次元に関わって発生しやすいバイアスを原因とする評価が，不適切に固定化

してしまう可能性にも留意する必要がある。
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